
資料２ー２  

 市民・事業者アンケート結果概要について 
第三次瑞浪市環境基本計画の策定にあたり、市民、事業者を対象に環境保全や地球温暖化対策に

対する考え方や取組状況、行政に望む施策などを明らかにし、計画策定に各主体の視点を反映させる

ための基礎資料とすることを目的として、市民・事業者アンケートを実施しました。 

 

１．調査概要 

（１）調査対象および調査方法 

区分 調査対象数・調査方法 

市民 
住民基本台帳から無作為抽出した 16 歳以上の市民 1,000 人を対象に、郵送及びウ

ェブアンケートを実施 

事業者 
法人市民税課税台帳から無作為抽出した市内事業所 200 社を対象に、郵送及びウ

ェブアンケートを実施 

 

（２）調査期間 

2022 年（令和 4 年）11 月 16 日～2022 年（令和 4 年）12 月 9 日 

 

（３）回収結果 

区分 調査対象数 有効回収数 有効回収率 

市民 1,000 
435 

（郵送：385 web：50） 

43.5％ 

（郵送：38.5％ web：5.0％） 

事業者 200 
87 

（郵送：71 web：16） 

43.5％ 

（郵送：35.5％ web：8.0％） 
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（４）設問の概要 

１）市民 

分類 
設問

番号 
設問概要 

１）基本事項について - 回答者の属性 

２）瑞浪市の環境に 

ついて 

1 瑞浪市の環境の現状の良さ 

2 瑞浪市の環境や市の取組への満足度及び重要度 

3 将来の瑞浪市の環境をより良くするために、市が重視すべき取組 

4 提供・発信してほしいと思う環境保全に関する情報 

３）環境保全・地球温暖化

対策につながる取組

について 

5－1 環境保全・地球温暖化防止に役立つ取組の実施状況 

5－2 環境保全・地球温暖化防止の取組のなかで妨げと感じていること 

４）地球温暖化対策に 

関する考えについて 

6 地球温暖化対策に対する考え 

7 地球温暖化を防止するための対策と生活の利便性との関係 

8 
省エネルギー・新エネルギー設備の導入状況 

9 

10－1 
再生可能エネルギー電力購入に対する認知度及び購入意欲、購

入に至るまでの条件 

10－2 
地域新電力への賛否及び購入意欲 

10－3 

11 各家庭の自動車種別及び買い替え意向 

５）環境保全・地球温暖化

防止において求める

こと 

12 地球温暖化防止で目指す姿 

13 
環境保全活動への市との協働・参加意向 

14 

15 環境活動の活発化 
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２）事業者 

分類 
設問

番号 
設問概要 

１）貴事業所の概要に 

ついて 
- 回答者の属性 

２）環境保全・地球温暖化

対策につながる活動

の状況や 認知度に 

ついて 

1 国の温室効果ガス排出量削減目標の認知度 

2－1 エネルギー使用量・温室効果ガス排出量削減目標の策定状況 

2－2 環境マネジメントシステムの取組状況 

2－3 自主行動計画・ガイドラインの策定状況 

3 地球温暖化防止の取組実施状況 

4 省エネルギー・新エネルギー設備の導入状況 

5 自動車から公共交通機関への代替可能性 

6 地域における環境保全の取組 

7 環境保全・地球温暖化防止の取組のなかで妨げと感じていること 

３）エネルギー利用に 

関する考え方について 

8－1 電力自由化の検討状況 

8－2 再生可能エネルギー電力購入に対する認知度及び購入意欲 

４）地域新電力に関する

考え方について 

9－1 

地域新電力への賛否及び購入意欲 9－2 

9－3 

５）環境保全・地球温暖化

対策に関する考え方

について 

10 環境保全・地球温暖化対策に対する考え 

11 今後取り組むべき環境保全・地球温暖化対策 

６）環境保全・地球温暖化

防止において求める

こと 

12 より良い環境づくりで目指す姿 

13 市に期待する対策 
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２．市民アンケート結果概要 

(１) 基本事項 

１）年齢 

５０歳以上の方の回答が、全体の７５％を占めています。 

 
 

２）年齢 

一戸建・持ち家の方が、全体の８８％を占めています。 

 

  

16〜19歳
1.4%

20〜29歳
6.2%

30〜39歳
7.4%

40〜49歳
10.4%

50〜64歳
26.6%

65〜74歳
25.4%

75歳以上
22.6%

n=433

⼀⼾建・持ち家
88.0%

共同住宅（マン
ション等）・賃貸

8.3%

⼀⼾建・賃貸
2.3%

その他
1.2% 共同住宅（マン

ション等）・持ち家
0.2%

n=433
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(２) 全体的傾向 

集計結果を整理すると、施策の方向性は大きく「情報発信」が必要な項目と「資金面の支援」が

必要な項目に分けられます。 

 

１）情報発信を通じた普及・開発が必要な項目 

取り組む効果やメリットが不明確なものを中心に、情報発信を行う方向性で施策を検討する必要

がある項目の例は次のとおりです。 

 

① 環境保全・地球温暖化対策につながる取組について 

環境保全・地球温暖化防止に役立つ取組の実施状況［問５－１］ 

 「実施していない」との回答が半数以上の項目も複数存在しており、いずれも「今後実施していきた

い」と回答している人が 10%に満たない結果となっています。 

環境保全・地球温暖化防止の取組のなかで妨げと感じていること［問５－２］ 

 「環境にやさしい商品、製品の購入費用が高い」との回答が 37%となりました。 

 また、「何をどのように取り組めばいいのかわからない」「取り組んだ成果を実感できない」「取組に関

する情報がない」の項目でそれぞれ 20％以上の市民が回答しており、情報等が十分に行き届いて

いないことが伺えます。 

 

 

【施策反映の方向性】 

1. 取り組むきっかけや取り組んだ成果が不透明であることが、取組への障害となっていることを踏まえ、

取組方法の発信や取組結果の見える化、メリットの周知による取組促進を検討します。 

2. 対策に取り組むことで得られる日常生活へのメリットについて、先進事例の紹介などにより情報発信を

するとともに、インセンティブの付与など、取り組みやすくするための施策を検討します。 
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◆問５－１集計結果 

 

実施
している

92.7%

93.3%

64.2%

50.8%

76.2%

60.9%

64.8%

49.4%

18.4%

22.8%

12.5%

10.3%

17.0%

8.6%

ときどき
実施している

6.4%

1.4%

29.2%

40.8%

15.3%

29.5%

24.6%

30.5%

44.9%

28.6%

35.3%

21.9%

13.9%

7.4%

実施
していない

0.7%

1.9%

4.5%

4.3%

6.1%

6.3%

6.0%

14.1%

30.5%

39.9%

41.0%

51.0%

54.8%

68.1%

今後実施
していきたい

0.2%

0.5%

2.1%

4.1%

1.6%

0.5%

3.3%

3.4%

4.3%

4.1%

9.1%

8.9%

7.2%

3.7%

実施予定無し
（該当しない）

0.0%

2.9%

0.0%

0.0%

0.7%

2.9%

1.2%

2.6%

1.9%

4.6%

2.2%

7.9%

7.2%

12.3%

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

凡例

ごみを分別ルールに従って仕分けて、リサイクルに出す
（n=423）

空き⽸やペットボトルのポイ捨てやペットの散歩中のフンの放置などを⾏わない
（n=417）

不要な照明やテレビ・ラジオをつけっぱなしにしない
（n=425）

⾷べ残しをしない、使い切れない量を購⼊しないなど、⾷品ロスを減らす
（n=419）

不要なレジ袋はもらわないようにする
（n=425）

急加速・急発進はしない、アイドリング・ストップに努めるなどエコドライブ
に努めている
（n=414）

廃⾷油をそのまま流さない、洗剤を使いすぎないなど⽣活排⽔対策に努めている
（n=418）

冷暖房の設定温度を適切（冷房28℃以上、暖房20℃以下）に調節する
（n=417）

⾷材を購⼊する際は、地域で⽣産された⾷材を優先的に選択して
いる。（地産地消）

（n=419）

短距離の移動は徒歩や⾃転⾞を利⽤する
（n=416）

過剰包装の商品やプラスチックトレイ、ラップ類を使った商品の購⼊は
できる限り避ける

（n=417）

不⽤となった⾐類や家具などはフリーマーケットに出すなどの取り組みを⾏っている
（n=416）

⽣ごみを肥料として利⽤する
（n=418）

通勤・通学時や買い物にはできるだけ公共交通機関を利⽤する
（n=408）

(%)



 

 

7 

 

◆問５－２集計結果 

 

  

37.1%

30.7%

28.7%

21.6%

15.5%

12.0%

11.5%

11.1%

8.4%

1.2%

2.0%

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

環境にやさしい商品、製品の購⼊費⽤が⾼い

何をどのように取り組めばよいのか分からない

取り組んだ成果を実感できない

取組に関する情報がない

⼿間がかかる

⾃分だけ取り組んでも仕⽅がないと思う

⾏うきっかけがない

特に妨げを感じることはない

取組によって不便になる

必要性を感じない

その他

(%)

n=407
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② 省エネルギー・新エネルギー設備の導入状況 

省エネルギー・新エネルギー設備の導入状況［問８］ 

 「省エネタイプの家電製品」「自然冷媒（CO2）ヒートポンプ式給湯器（エコキュート）」「高断熱住宅」

については、すでに２割～４割程度の家庭で導入されていますが、その他の機器については導入

予定がないとの回答が約半数以上となっています。 

発電した電力の用途［問９］ 

 「売電（大手電力会社（中部電力等）」の占める割合が 50％となり、次いで「自家消費」が 33％となり

ました。 

 

【施策反映の方向性】 

1. 省エネルギー・新エネルギー設備を導入することの効果やメリットの周知を検討します。 

2. 太陽光発電システムのより一層の普及に向けた取組を検討します。 

3. 大手電力会社に売電する方法に加え、電気の地産地消や災害時の電源としての観点等、大手電

力会社への売電以外にも多様な選択肢があることの周知方法を検討します。 

◆問８集計結果 

 

すでに導⼊

39.1%

25.7%

22.5%

12.7%

7.1%

3.7%

5.2%

1.3%

価格が少し
⾼くても

今後導⼊したい

16.7%

3.5%

8.8%

2.2%

2.2%

3.9%

2.7%

1.8%

価格が従来品と
同程度であれば

導⼊したい

26.0%

9.7%

14.0%

4.7%

7.1%

6.9%

9.2%

10.5%

助成があれば
導⼊したい

10.7%

18.1%

22.8%

20.3%

17.6%

32.7%

21.4%

23.3%

導⼊予定がない

7.4%

43.1%

31.9%

60.0%

66.0%

52.8%

61.4%

63.3%

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

凡例

省エネタイプの家電製品
（n=419）

⾃然冷媒（CO2）ヒートポンプ式給湯器（エコキュート）
（n=404）

⾼断熱住宅
（n=408）

太陽光発電システム
（n=403）

太陽熱温⽔器
（n=409）

家庭⽤蓄電池
（n=407）

ガス⾼効率給湯器（エコジョーズ）または⽯油⾼効率給湯器（エコフィール）
（n=402）

家庭⽤燃料電池コージェネレーションシステム（エネファーム）
（n=400）

(%)
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◆問９集計結果 

 

③ 環境保全・地球温暖化防止において求めること 

環境保全活動への市との協働・参加意向［問 13］ 

 「積極的に参加・協力したい」「できれば（都合がつけば）参加・協力したい」の回答を占める割合

が 69％となっており、市民の関心の高さが伺えます。 

 「できれば（都合がつけば）参加・協力したい」の回答を占める割合がどの年齢層でも差がみられ

ませんでした。 

 一方で、「分からない」の回答が 16～29 歳で 30％であり、他の年代よりも高い割合でした。 

参加・協力したくない理由［問 14］ 

 「仕事や家庭の都合で時間がとれないと思うから」の回答を占める割合が 39％を占めており、開

催方法に懸念点を感じる理由が半数でした。 

環境活動の活発化［問 15］ 

 「環境に関する様々な情報の提供」が最も多く、次いで「環境活動に参加する場と機会の充実」が

続きますが回答が分散しています。 

 

【施策反映の方向性】 

1. 若年層（16～29 歳）に向けた環境保全活動に関する情報発信を検討します。 

2. 協働による取組の促進に向けて市民の活動への参加に対する情報が必要であると考えられます。

さらに、具体的に参加する場を提供することが求められています。 

3. 若年層を含めたあらゆる世代が参加しやすい環境保全活動の開催方法を地域との関連性も踏ま

えて検討をします。 

 

売電（⼤⼿電
⼒会社（中部
電⼒等））

50.0%⾃家消費
33.3%

その他
8.3%

売電（⾼値で買い
取ってくれる会社）

6.3%

売電（地域貢献につながる
地域新電⼒等）

2.1%

n=48
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◆問 13 集計結果                ◆問 14 集計結果 

 

◆問 15 集計結果 

 

 

  

積極的に参加・
協⼒したい

6.4%

できれば（都合がつけ
ば）参加・協⼒したい

62.6%

あまり参加・
協⼒したくな

い
10.2%

参加・協⼒した
くない
3.3% 分からない

17.5%

n=422

環境に関する様々な
情報の提供

24.2%

環境活動に参加する
場と機会の充実

17.9%

⼩中学校等や地域が
連携して⾏う環境活

動の推進
17.4%

環境活動への助成
15.2%

環境をテーマにした展
⽰会等のイベント等の

開催
7.6%

市⺠（市⺠団体）、
事業者、学校、⾏政の

ネットワークの構築
7.3%

市⺠（市⺠団体）や事業者が⾏って
いる環境活動を紹介する場や機会の

充実
3.5%

環境アドバイザーなどの
第三者機関の相談窓

⼝の充実
2.0%

環境活動に対する市
⺠や市⺠団体への表

彰制度の創設
1.3%

その他
3.5%

n=396

仕事や家庭の都
合で時間がとれ
ないと思うから

39.3%

⾯倒だから
17.9%

参加・協⼒するほど、
環境保全への関⼼や
環境の知識がないから

14.3%

⼀⼈では参加
しづらいから
10.7%

その他
17.9%

n=56
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２）資金面の支援が必要な項目 

大手電力会社以外からの電力や次世代自動車の購入といった、資金面の補助を行う方向性で

施策を検討する必要がある項目は次のとおりです。 

 

① 再生可能エネルギー電力購入に対する認知度及び購入意欲、購入に至るまでの条件 

再生可能エネルギー電力購入に対する認知度［問 10－1］ 

 「再エネ電力を購入できることを知っているが、再エネ電力を購入したことはない・予定もない。」との

回答が 43％となりました。 

 「再エネ電力を購入できることを知らなかったが、再エネ電力を購入してみたい。」「再エネ電力を購

入できることを知らないし、今後も再エネ電力を購入したいとは思わない。」との回答がそれぞれ

31％、21％となっており、認知度の低さが伺えます。 

 「再エネ電力の価格が安価になること」「再エネ電力を利用することで、自身に何らかのメリットが得ら

れること」との回答がそれぞれ 55％、42％となりました。 

 

【施策反映の方向性】 

1. 再エネ電力購入の事例紹介やメリットの発信を検討します。 

2. 再エネ電力の共同購入やリバースオークションなど、再エネ電力の価格を下げる取組を検討しま

す。 

 

◆問 10－１集計結果 

 

  

42.8%

31.3%

20.6%

8.0%

3.5%

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

再エネ電⼒を購⼊できることを知っているが、
再エネ電⼒を購⼊したことはない・予定もない。

再エネ電⼒を購⼊できることを知らなかったが、
再エネ電⼒を購⼊してみたい。

再エネ電⼒を購⼊できることを知らないし、
今後も再エネ電⼒を購⼊したいとは思わない。

再エネ電⼒を購⼊できることを知っていて、
今後再エネ電⼒を購⼊してみたい・予定がある。

再エネ電⼒を購⼊できることを知っていて、
再エネ電⼒を購⼊している・したことがある。

(%)

n=402
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② 各家庭の自動車種別及び買い替え意向 

各家庭の自動車種別［問 11］ 

 「ガソリン自動車」を保有している割合が 81％となり、次いで「ハイブリッド自動車」が 33％となりまし

た。 

 「条件が整えば購入できる」が占める割合が 70％となり、次いで「購入できない」が 22％となりました。 

 「購入費用が安価になること」との回答が最も多く、75％となりました。 

また、「充電設備、水素ステーションが増えること」「購入に対して補助金があること」との回答がそれぞ

れ 36％、31％となりました。 

 

【施策反映の方向性】 

1. 次世代自動車購入の補助制度を検討します。 

2. 国や県、民間事業者との連携し、充電ステーションや水素ステーションの設置促進の取組を検討し

ます。 

 

◆問 11 集計結果 

 

 

  

75.4%

35.5%

30.7%

18.9%

11.4%

10.1%

0.9%

2.6%

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

購⼊費⽤が安価になること

充電設備、⽔素ステーションが増えること

購⼊に対して補助⾦があること

航続距離がガソリン⾞と同等になること

⾞種が増えること

税制⾯での優遇があること

みんなが所有していること

その他

(%)

n=228
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３．事業所アンケート結果概要 

(１) 基本事項 

１）事業所形態 

事務所が 42％、店舗が 23％、工場が 21％を占めています。 

 

２）従業員数 

１～10 人規模の事業所が 48％、11～30 人規模の事業所が 23％であり、100 人規模の事業所が

98％を占めています。 

 

  

事務所
41.7%

店舗
22.6%

⼯場
21.4%

その他
14.3%

研究所
0.0%

n=84

1〜10⼈
48.3%

11〜30⼈
23.0%

31〜50⼈
10.3%

101〜300⼈
9.2%

51〜100⼈
6.9%

301〜
1,000⼈
1.1%

1,001⼈以上
1.1%

n=87
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(２) 全体的傾向 

集計結果を整理すると、市民アンケートと同様に施策の方向性は大きく「情報発信」が必要な項

目、「資金面の支援」が必要な項目に分けられます。また、これらに加えて「人的支援」が必要な項

目も挙げられました。 

１）情報発信を通じた普及・開発が必要な項目 

地球温暖化防止や環境保全の取組、エネルギー利用に関することを中心に、情報発信を行う方

向性で施策を検討する必要がある項目の例は次のとおりです。 

① 地球温暖化防止の取組実施状況 

地球温暖化防止の取組実施状況［問３］ 

【省エネルギーの推進】 

 「昼休みの不要な照明の消灯」「事務所の空調の適温化や稼働時間の短縮」「省エネルギー型ＯＡ機

器、電気製品等の購入」などの実施しやすい取組については、半数以上の事業所が実施しています。 

 一方で「ＥＳＣＯ事業・エネルギー診断の導入」等の実施に費用や専門知識、手間がかかる専門性が

高い取組については実施を考えていない事業所が多い結果となりました。 

【廃棄物の減量化】 

 「ごみの分別排出など、廃棄物の削減、資源化を積極的に行っている」「産業廃棄物の処理方法の

見直し（削減、資源化等）を随時行っている」の実施しやすい取組については、半数以上の事業所が

実施しています。 

 「燃料材・燃焼材としての廃プラスチック等の有効活用」については、27％の事業所で実施されてい

ますが、実施を考えていない事業所が 30％となっています。 

【車両の利用・管理にあたっての環境配慮】 

 「エコドライブの実施」については、55％、「電気自動車や低燃費車の計画的導入」については、33％

の事業所で部分的な実施を含めて取り組まれています。 

 一方で「通勤交通対策（時差出勤、ノーカーデーの実施）」については実施を考えていない事業所が

半数以上となり、自動車の利用を抑制する取組について実施が難しい現状が伺えます。 

【環境に関する意識の向上】 

 いずれの項目も「実施は考えていない」の回答が最も多く、40％～50％を占めています。 

【施策反映の方向性】 

1. いずれの分野も取組が進んでいない項目については取組事例を紹介するとともに、必要に応じて

インセンティブの付与を検討します。 

2. 市民アンケートで公共交通機関の充実によりマイカーなしでも暮らしに困らないようにする取組が今

後重視されている（問 3）ことも踏まえ、車両の利用については、公共交通機関の利便性向上も含め

てマイカー使用の抑制を検討します。 
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◆問３集計結果 

【省エネルギーの推進】 

 

【廃棄物の減量化】 

 

全体的に
実施している

48.8%

34.9%

20.0%

8.2%

4.8%

3.6%

4.7%

2.4%

部分的に
実施している

32.1%

40.7%

44.7%

17.6%

10.8%

10.7%

8.2%

5.9%

実施に向けて
検討している

7.1%

12.8%

14.1%

11.8%

7.2%

6.0%

4.7%

9.4%

実施は
考えていない

9.5%

10.5%

16.5%

48.2%

22.9%

54.8%

64.7%

58.8%

該当しない

2.4%

1.2%

4.7%

14.1%

54.2%

25.0%

17.6%

23.5%

0 25 50 75 100

凡例

昼休みの不要な照明の消灯（n=84）

事務所の空調の適温化や稼働時間の短縮（冷房温度
28℃・暖房温度20℃程度）…

省エネルギー型OA機器、電気製品等の購⼊（n=85）

建物・作業所の断熱化（n=85）

省エネのため製造⼯程や製造ラインの改善（n=83）

エネルギー監視・制御システムの導⼊（n=84）

壁⾯屋上の緑化、緑のカーテンや周辺緑化の実施
（n=85）

ESCO事業・エネルギー診断の導⼊（n=85）

(%)

全体的に
実施している

54.7%

34.5%

13.1%

11.9%

部分的に
実施している

33.7%

32.1%

19.0%

15.5%

実施に向けて
検討している

3.5%

11.9%

3.6%

10.7%

実施は
考えていない

7.0%

10.7%

11.9%

29.8%

該当しない

1.2%

10.7%

52.4%

32.1%

0 25 50 75 100

凡例

ごみの分別排出など、廃棄物の削減、資源化を積極的に⾏っている
（n=86）

産業廃棄物の処理⽅法の⾒直し（削減、資源化等）を随時⾏っている
（n=84）

⾷品ロスの削減
（n=84）

燃料材・燃焼材としての廃プラスチック等の有効活⽤
（n=84）

(%)
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【車両の利用・管理にあたっての環境配慮】 

 

【環境に関する意識の向上】 

 

  

全体的に
実施している

22.6%

14.3%

4.7%

2.4%

部分的に
実施している

32.1%

19.0%

5.9%

3.6%

実施に向けて
検討している

11.9%

14.3%

4.7%

1.2%

実施は
考えていない

21.4%

45.2%

64.7%

33.7%

該当しない

11.9%

7.1%

20.0%

59.0%

0 25 50 75 100

凡例

エコドライブの実施（n=84）

電気⾃動⾞や低燃費⾞の計画的導⼊（n=84）

通勤交通対策（時差出勤、ノーカーデーの実施）
（n=85）

鉄道・船を利⽤した輸送への転換（モーダルシフト）
（n=83）

(%)

全体的に
実施している

12.9%

8.2%

5.9%

部分的に
実施している

15.3%

10.6%

5.9%

実施に向けて
検討している

15.3%

18.8%

12.9%

実施は
考えていない

43.5%

48.2%

58.8%

該当しない

12.9%

14.1%

16.5%

0 25 50 75 100

凡例

従業員のボランティア活動への参加の奨励（n=85）

従業員の研修の推進（n=85）

環境保全活動の情報提供（環境報告書の作成など）
（n=85）

(%)
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② 省エネルギー・新エネルギー設備の導入状況 

設備導入予定がない理由［問４］ 

 「メリットを感じられない」「判断できる情報が少ない、よくわからない」との回答が、他の選択肢より

も多く挙げられる傾向があります。 

 特に次世代自動車については、「決断できるまで検討する余力がない」という回答も「メリットを感

じられない」と同程度ありました。 

 

【施策反映の方向性】 

1. 省エネルギー・新エネルギーの取組に資する技術に関して情報提供を検討します。 

 

  

44.0%

32.4%

28.9%

28.6%

17.6%

17.2%

12.0%

8.1%

2.6%

2.9%

2.9%

3.4%

0.0%

2.7%

0.0%

2.9%

5.9%

3.4%

8.0%

5.4%

7.9%

5.7%

2.9%

3.4%

4.0%

2.7%

2.6%

2.9%

2.9%

3.4%

12.0%

24.3%

21.1%

20.0%

26.5%

20.7%

4.0%

5.4%

10.5%

5.7%

2.9%

3.4%

8.0

11 

15.8

14.3

14.7

13.8

20.0

14 

18.4

22.9

29.4

34.5

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

太陽光発電システム
（n=2）

太陽熱利⽤システム
（n=2）

⼩型⾵⼒発電（n=3）

バイオマス燃料（バイオディー
ゼル等）（n=2）

コージェネレーション（n=1）

焼却熱利⽤（廃棄物発電・
排熱利⽤）（n=1）

(%)

15.4%

20.6%

21.2%

25.8%

25.0%

3.8%

11.8%

12.1%

6.5%

12.5%

3.8%

2.9%

3.0%

6.5%

4.2%

3.8%

2.9%

3.0%

3.2%

4.2%

3.8%

8.8%

6.1%

3.2%

4.2%

30.8%

20.6%

15.2%

19.4%

12.5%

0.0%

0.0%

3.0%

0.0%

0.0%

19.2

17.6

18.2

16.1

25.0

23.1

20.6

24.2

29.0

20.8

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

省エネに資する⾼効率設備・
機器（n=1）

⾼断熱建築物（n=1）

⾼効率給湯器（n=1）

蓄電池（n=1）

次世代⾃動⾞（n=1）

(%)
メリットを感じられない  

現在の会社や契約に満⾜している  

変更することへの不安感  

新規参⼊の会社に不安がある  

⼿続きが⾯倒そう  

判断できる情報が少ない、よくわからない  

成功事例をあまり知らない  

決断できるまで検討する余⼒がない  

その他 

◆問４集計結果 
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③ エネルギー利用に関する考え方について 

電力自由化の検討状況［問８－１］ 

 電力契約の変更等を「検討をしていない」との回答が最も多く、４３％となりました。 

 検討していない理由として、「現在の電力会社や契約に満足している」との回答が最も多く、５２％

となりました。 

 一方で「新規参入の電力会社に不安がある」「メリットを感じられない（経済性など）」との回答がそ

れぞれ３５％、２６％となりました。 

再生可能エネルギー電力購入に対する認知度及び購入意欲［問８－２］ 

 再生可能エネルギー電力購入について「検討をしていない」「購入できることを知らなかった」との

回答が、80％以上を占めています。 

 再生可能エネルギー電力を購入しない理由として「メリットを感じられない（経済性など）」との回答

が、60％と最多でした。 

 

【施策反映の方向性】 

1. 再生可能エネルギー電力の特徴や導入するメリット、その効果に関して情報提供を検討します。 

◆問８－１集計結果 

 
◆問８－２集計結果 

 

52.2%

34.8%

26.1%

13.0%

8.7%

4.3%

4.3%

0.0%

13.0%

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

現在の電⼒会社や契約に満⾜している

新規参⼊の電⼒会社に不安がある

メリットを感じられない（経済性など）

変更することへの不安感

情報が少ない、よくわからなかった

⼿続きが⾯倒そう

成功事例をあまり知らない

決断できるまで検討する余⼒がない

その他

(%)

n=23

60.0%

40.0%

40.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

20.0%

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

メリットを感じられない（経済性など）

現在の電⼒会社や契約に満⾜している

新規参⼊の電⼒会社に不安がある

変更することへの不安感

⼿続きが⾯倒そう

情報が少ない、よくわからなかった

成功事例をあまり知らない

決断できるまで検討する余⼒がない

その他

(%)

n=5
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２）資金面の支援が必要な項目 

環境マネジメントシステムの構築や認証取得等、資金面の支援を行う方向性で施策を検討する

必要がある項目の例は次のとおりです。 

 

① 環境マネジメントシステムの取組状況 

環境マネジメントシステムの取組状況［問２－２］ 

 「取得する予定はない」と回答した事業所が 64%に上りました。他方、「財政的な支援があれば取

得したい」と回答した事業所が 17％ありました。 

 

【施策反映の方向性】 

1. 特に環境マネジメントシステムの構築や認証取得に対しては、財政的支援も併せて検討します。 

 

◆問２－２集計結果 

 

  

取得する予定はない
64.0%財政的な⽀援が

あれば取得した…

環境マネジメントシステムを
構築し、第三者による認証

取得を⾏っている
9.3%

認証取得は受けていないが
独⾃に環境マネジメントシス

テムを構築している
4.7%

環境マネジメントシステムの
構築や認証取得に向けて準

備を⾏っている
2.3%

その他
2.3%

n=86
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３）人的支援が必要な項目 

事業所における目標やガイドライン策定等、人的支援を検討する方向性で施策を検討する必要

がある項目の例は次のとおりです。 

 

① 削減目標・ガイドラインの策定状況 

エネルギー使用量・温室効果ガス排出量削減目標の策定状況［問２-１］ 

 「エネルギー使用量について削減目標を定めている」との回答は６％に留まりました。 

 「定める予定はない」と回答した事業所が過半数でしたが、「今後定める予定」と回答した事業所

が 22％ありました。 

自主行動計画・ガイドラインの策定状況［問２－３］ 

 「設けている」「今後設ける予定である」と回答した事業所が 29%でしたが、「設ける予定はない」

「わからない」事業所が 70%以上を占めています。 

 

【施策反映の方向性】 

1. 各事業所が地球温暖化対策に関する計画や目標を策定しやすくなるよう、講習等の実施を検討し

ます。 

 

◆問２－１集計結果               ◆問２－２集計結果 

 

  

定める予定
はない

65.5%

今後定め
る予定
21.8%

温室効果ガス排出
量について削減⽬
標を定めている

6.9%

エネルギー使⽤量につい
て削減⽬標を定めている

5.7%

n=87

取得する予定はない
64.0%財政的な⽀援があ

れば取得したい
17.4%

環境マネジメントシステムを
構築し、第三者による認証

取得を⾏っている
9.3%

認証取得は受けていないが独
⾃に環境マネジメントシステム

を構築している
4.7%

環境マネジメントシステ
ムの構築や認証取得に
向けて準備を⾏っている

2.3%

その他
2.3%

n=86
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43.0%

25.6%

23.3%

23.3%

17.4%

17.4%

15.1%

14.0%

1.2%

0 25 50 75 100

みどりが豊かで、⽔辺や⾥⼭などの⾃然を
⾝近に感じることのできるまち

省エネ家電や太陽光発電設備、蓄電池が普及し、
便利でエコな⽣活が定着したまち

太陽光など再⽣可能エネルギーを活⽤し、
安定したエネルギーの⾃給⾃⾜を⽬指すまち

環境負荷の少ない公共交通の利便性を向上し、
誰もが移動しやすいまち

企業が事業の脱炭素化に取り組み、
環境保全と産業活性化が両⽴したまち

幅広い世代が地球温暖化や瑞浪市の環境について
知る・考えることのできるまち

3R（リユース・リデュース・リサイクル）の取組が
進んだ省資源でクリーンなまち

電気⾃動⾞や燃料電池⾃動⾞、⽔素の供給など、
最新技術で脱炭素社会を実現するまち

その他

(%)

n=241

45.1%

29.1%

28.9%

26.2%

17.7%

14.6%

12.1%

5.3%

1.5%

0 25 50 75 100

みどりが豊かで、⽔辺や⾥⼭などの⾃然を
⾝近に感じることのできるまち

環境負荷の少ない公共交通の利便性を向上し、
誰もが移動しやすいまち

省エネ家電や太陽光発電設備、蓄電池が普及し、
便利でエコな⽣活が定着したまち

幅広い世代が地球温暖化や瑞浪市の環境
について知る・考えることのできるまち

企業が事業の脱炭素化に取り組み、
環境保全と産業活性化が両⽴したまち

太陽光など再⽣可能エネルギーを活⽤し、
安定したエネルギーの⾃給⾃⾜を⽬指すまち

3R（リユース・リデュース・リサイクル）の
取組が進んだ省資源でクリーンなまち

電気⾃動⾞や燃料電池⾃動⾞、
⽔素の供給など、最新技術で脱炭素社会を実現するまち

その他

(%)

n=412

４．今後目指す姿 

市民アンケートでは地球温暖化防止で目指す姿、事業所アンケートでは今後のより良い環境づ

くりで目指す姿を調査しました。 

市民、事業者ともに、「みどりが豊かで、水辺や里山などの自然を身近に感じることのできるまち」

と回答した割合が最も多い結果となりました。本市の豊かな自然環境を背景に、森林や農地里山、

水辺などの自然と調和したまちの姿を希望していることが伺えます。 

◆市民  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆事業所  
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５．市民アンケートの年代別の傾向 

市民アンケートの一部の設問に対しては、年代別の動向を調査しました。年代ごとに傾向がみら

れた設問は次のとおりでした。 

 

１）問７ 環境保全・地球温暖化防止の取組のなかで妨げと感じていること 

 「利便性よりも地球温暖化対策を優先したほうがよい」「どちらかというと地球温暖化対策を優先

したほうがよい」の回答が 40 歳以上で多くなっている一方で、「どちらかというと利便性を優先し

たほうがよい」の回答が 40 歳未満で多くなっています。年齢層によって地球温暖化対策に対

する認識が異なり、若い世代で利便性を求める傾向がみられました。 

 

  

6.1%

6.3%

11.4%

12.3%

16.2%

18.0%

9.1%

12.5%

29.5%

24.6%

24.8%

28.1%

75.8%

65.6%

47.7%

59.6%

49.5%

43.8%

9.1%

9.4%

2.3%

1.8%

1.9%

2.2%

4.5%

1.0%

2.2%

6.3%

4.5%

1.8%

6.7%

5.6%

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

16〜29歳 (n=33)

30〜39歳 (n=32)

40〜49歳 (n=44)

50〜64歳 (n=114)

65〜74歳 (n=105)

75歳以上 (n=89)

(%)

利便性よりも地球温暖化対策を優先したほうがよい  

分からない  

どちらかというと地球温暖化対策を優先したほうがよい  

現在の利便性を維持しつつ、地球温暖化対策を⾏うほうがよい  

どちらかというと利便性を優先した⽅がよい  

地球温暖化対策よりも利便性を優先したほうがよい  
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２）問 12 より良い環境づくりで目指す姿 

 16～29 歳では、「省エネ家電や太陽光発電設備、蓄電池が普及し、便利でエコな生活が定着

したまち」の回答が他の年代よりも高い割合でした。 

 16～29 歳の回答の傾向には他の年代と異なる点がみられ、「便利でエコな生活」という観点に

も目を向ける必要があります。 

 

  

43.3%

31.3%

22.7%

33.0%

21.5%

30.2%

6.7%

9.4%

18.2%

21.4%

15.9%

22.1%

53.3%

43.8%

45.5%

42.0%

53.3%

36.0%

13.3%

9.4%

20.5%

14.3%

15.0%

14.0%

10.0%

25.0%

18.2%

17.0%

9.3%

2.3%

20.0%

37.5%

27.3%

24.1%

31.8%

32.6%

10.0%

0.0%

13.6%

5.4%

1.9%

5.8%

20.0%

21.9%

13.6%

22.3%

31.8%

34.9%

0.0%

0.0%

4.5%

0.0%

3.7%

0.0%

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

16〜29歳 (n=30)

30〜39歳 (n=32)

40〜49歳 (n=44)

50〜64歳 (n=112)

65〜74歳 (n=107)

75歳以上 (n=86)

(%)

省エネ家電や太陽光発電設備、蓄電池が普及し、便利でエコな⽣活が定着したまち  

企業が事業の脱炭素化に取り組み、環境保全と産業活性化が両⽴したまち  

みどりが豊かで、⽔辺や⾥⼭などの⾃然を⾝近に感じることのできるまち  

太陽光など再⽣可能エネルギーを活⽤し、安定したエネルギーの⾃給⾃⾜を⽬指すまち  

3R（リユース・リデュース・リサイクル）の取組が進んだ省資源でクリーンなまち  

環境負荷の少ない公共交通の利便性を向上し、誰もが移動しやすいまち  

電気⾃動⾞や燃料電池⾃動⾞、⽔素の供給など、最新技術で脱炭素社会を実現するまち  

幅広い世代が地球温暖化や瑞浪市の環境について知る・考えることのできるまち  

その他 
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３）問 13 地球温暖化防止で目指す姿 

 「分からない」の回答が 16～29 歳で 30％であり、他の年代よりも高いほか、「積極的に参加・協

力したい」が 0％でした。 

 16～29 歳の若い年代が環境保全活動に参加・協力しやすくする取組が必要です。 

 

 

 

0.0%

9.4%

13.6%

3.5%

6.4%

8.0%

57.6%

68.8%

56.8%

64.9%

62.4%

62.5%

9.1%

6.3%

11.4%

14.0%

11.0%

5.7%

3.0%

4.5%

4.4%

1.8%

4.5%

30.3%

15.6%

13.6%

13.2%

18.3%

19.3%

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

16〜29歳 (n=33)

30〜39歳 (n=32)

40〜49歳 (n=44)

50〜64歳 (n=114)

65〜74歳 (n=109)

75歳以上 (n=88)

(%)

積極的に参加・協⼒したい  

できれば（都合がつけば）参加・協⼒したい  

あまり参加・協⼒したくない  

参加・協⼒したくない  

分からない  


